
第１節 環境技術への挑戦

１ 環境産業の課題と現状について

我が国では、二酸化炭素による地球温暖化、
フロン物質によるオゾン層の破壊、工場排煙に
よる酸性雨等の地球環境問題や省資源・省エネ
ルギーへの取組などの環境意識が高まる中、平
成１３年４月に家電リサイクル法が施行され、家
庭用大型電気製品のリサイクルが始まり、平成
１５年１０月には家庭用使用済パソコンの回収、再
資源化が開始された。さらに平成１７年１月から
は自動車リサイクル法が施行された。
このように、企業活動が環境への配慮によっ

て制約を受ける一方で、この制約が新たな市場
を創出しているという一面もあり、こうした動
きに的確に対応した企業が競争力を獲得するこ
とが潮流となりつつある。
九州経済産業局が平成１３年５月にまとめた
「九州地域環境産業ビジョン」によると、九州
の環境関連産業の市場規模は、現状の約２．３兆
円から２０１０年には約３．９兆円と１．７倍に、雇用規
模は約１０万人から約１４万人と１．４倍に拡大する
と予測されており、環境産業は今後大きく成長
するものと期待されている。
その中で、環境関連資材（１．０１倍）、埋立処

分場造成（０．２６倍）などの従来型環境ビジネス
分野の市場規模は、全体的な傾向として横這い
あるいは縮小傾向にある一方、省エネコンサル
ティング（９３．８９倍）、環境監査（７２．２６倍）、３Ｒ
（排出削減、再使用、再利用）コンサルティン
グ（１０．０倍）の環境関連サービス、使用済み製
品等リサイクル（５．１８倍）、ごみ発電（５．６９倍）
などは大きく伸びており、循環型社会システム
の構築に向けて、新たに動き出した市場が大き
く拡大すると予測されている。
こうした中、本県には、重化学工業や半導体

産業などの先端技術産業が集積している。また、
地場中小企業においても、地域や産業から発生
する廃棄物のリサイクル処理技術や製品の開発
に取り組んでいる。これらの企業に蓄積された
技術を廃棄物の減量化・リサイクル、省エネル
ギーに活かし、ゼロエミッション化の実現に向
けた産業間の静脈流を形成することによって、
循環型社会を形成する素地がある。
こうした状況を踏まえ、県においても、環境

問題の解決のためだけでなく、地域に新たな産

業を起こし、雇用を創出するといった観点から
も、環境産業の創出・育成を積極的に推進して
いる。

２ 環境技術における今後の方向性につい
て

環境技術は、国においては、平成７年に制定
された科学技術基本法に基づき平成１３年に策定
した第２期科学技術基本計画の中で、国家・社
会的課題に対応した研究開発の重点化の４つの
うちの１つに位置づけられている。また、県に
おいても、平成１５年３月に策定した大分県科学
技術振興指針で、重点研究開発４分野の１つに
位置付けている重要な技術分野である。
環境に関わる科学技術については、ダイオキ
シン等化学物質の対策や廃棄物の資源化など、
本県の豊かな環境を守り、県民が安全に安心し
て生活するために重要な役割を担っている。
なかでも、環境に配慮した循環型社会の実現
に向けて、環境に負荷をかけずに製造する技術
や、廃棄物を出さない技術、効率的にリサイク
ルする技術の研究開発を推進し、静脈産業の育
成を図る。
また、地域資源を活用した次世代を担う新エ
ネルギー・省エネルギー関連産業の創出、育成
を図る。

市 場 規 模
２０００年 ２０１０年 伸び率

全 国 ２１．６兆円 ３１．４兆円 １５８％
九 州 ２．３兆円 ３．９兆円 １７２％

雇 用 規 模
２０００年 ２０１０年 伸び率

全 国 ７７．９万人 １１８．０万人 １５１％
九 州 １０．３万人 １４．０万人 １３６％

第５章 環境産業の育成

表２－５－１－１ 環境産業の成長予測

（出典：九州経済産業局作成「九州地域環境産業ビジョン」）
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３ 県内における施策と成果

県内では、産学官が連携し、大学等の研究成
果を活用したリサイクル技術等の新たな環境技
術の開発が進められている。県としてもこうし
た取り組みを積極的に支援しているところであ
り、新産業や新事業の創出につながる産学官共
同研究プロジェクトの創出を図っている。
産学官共同研究開発への助成事業である「新

事業創出重点研究開発事業」では、平成１６年８
月採択の調査研究（ＦＳ）事業５件中２件が環
境分野のテーマであり、また、県内大学で開発
された技術を産業化へ結びつけるため、「実証
化研究開発事業」により、食品廃棄物から発酵
飼料を生成する装置に関する実用化研究を実施
している。
また、県の試験研究機関では、「異分野技術

融合化事業」により、工業系と農林水産業系の
試験研究機関が連携することによって、産業化

に結びつく技術開発に取り組んでいる。具体的
には、廃棄物として処理されていた杉樹皮を使
った油吸着材の開発、廃ＦＲＰ漁船の炭化処理
による魚礁や浄化材の開発など、地域の環境問
題の解決につながる研究開発を行っており、そ
の成果は企業に技術移転され、事業化されてい
る。
県内企業においては、自社の得意技術を生か
した生分解性プラスチックゴミ袋の開発や焼酎
粕を利用した機能性食品の開発などのリサイク
ル技術、土壌浄化システムの開発などの環境保
全技術等の開発に取り組んでいる。さらに、環
境ＩＳＯ認証の取得等の環境マネジメントの導
入、排出量の抑制等の環境負荷の低減、環境レ
ポートの発行等の環境に配慮した経営手法を取
り入れており、県では、こうした企業の取り組
みに対し、研究開発費の助成、専門家の派遣や
融資・金融面などから支援を行っている。

産業科学技術センター、林業試験場 スギ樹皮による流出重油の吸着資材の開発と堆肥化技術
産業科学技術センター、海洋水産研究センター 廃ＦＲＰ漁船の炭化処理による魚礁への利用
産業科学技術センター 廃ＦＲＰ粉末利用による排水浄化法の開発
日田産業工芸試験所 廃材等を利用した炭化ボード成型加工技術
日田産業工芸試験所 リサイクルを見据えた提案型家具の研究

研 究 機 関 等 テ ー マ 名
８企業、大分大学、日本文理大学、県立工科短期大学、
農水産物加工総合指導センター、農業技術センター、
産業科学技術センター

食品産業の廃棄物処理並びに有効利用研究

８企業、大分大学、大分工業高等専門学校、産業科学
技術センター

コンクリートにおける産業廃棄物の有効利用

４企業、大分大学、県立工科短期大学、林業試験場、
竹工芸・訓練支援センター、産業科学技術センター

生物系材料の建築部材への有効利用

４企業、日本文理大学、産業科学技術センター
石粉の用途開発研究
（平成１６年度新産業創出重点研究開発事業）

４企業、県立工科短期大学、産業科学技術センター リサイクル用廃棄物選別システムの研究

３企業、大分大学、大分工業高等専門学校
一般廃棄物溶融スラグを利用した鉄筋コンクリート製
品の実用化に関する研究
（平成１６年度新産業創出重点研究開発事業）

１企業、大分大学
食品廃棄物からの発酵飼料の製造方法の開発
（平成１６年度実証化研究開発事業）

Ａ 社 生分解性プラスチックゴミ袋の開発
Ｂ 社 焼酎粕の有効利用による機能性食品の開発
Ｃ 社 微生物による有機性廃棄物の機能性堆肥化
Ｄ 社 土壌浄化システムの開発
Ｅ 社 産業廃棄物からの新型固形化燃料（ＲＰＦ）の製造
Ｆ 社 一般廃棄物焼却灰のセメント資源化
Ｇ 社 水質浄化魚礁ブロックの開発

表２－５－１－２ 産学官連携による研究開発事例

表２－５－１－３ 県内試験研究機関での研究開発事例

表２－５－１－４ 県内企業での研究開発事例
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第２節 「エコタウン」実現に向けた取り組み

エコタウン事業は、「ゼロエミッション構想」（あ
らゆる産業から出るすべての廃棄物を他の分野の
原料として活用し、あらゆる廃棄物をゼロにする
ことを目指す構想）を環境調和型経済社会形成の
ための基本構想として位置づけ、併せて、地域振
興の基軸として推進することにより、先進的な環
境調和型のまちづくりを推進することを目的とし
て、平成９年度に創設された。
現在、国内で２１地域（平成１６年８月現在）が承

認されており、九州では北九州市、大牟田市、水
俣市の３地域が承認されている。
大分県においては、平成１２年８月に民間主導で

大分エコタウン協議会が発足し研究が進められて

きており、平成１４年には、これと並行して九州経
済産業局の協力により、「大分県中南部地域環境
・リサイクル産業振興計画策定調査」が実施され、
平成１５年３月に完成した報告書でエコタウン事業
の有望案件についての提言がなされた。
県では、この提言をふまえ、大分県全域をエリ
アとし経済産業省、環境省と事前協議を行ったが、
計画の熟度等の点で再検討を求められた。その後、
本県が取り組みを開始したごみゼロ県民運動がソ
フト事業を重視する国の評価を受けており、引き
続き大分の地域色あるエコタウンプランの実現に
向けて検討を行っている。
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平成16年8月現在・21地域 

・焼却灰･ホタテ貝殻リサイクル施設（経） 
青森県　【平成14年12月25日承認】  

・家電製品リサイクル施設（経） 
・非鉄金属回収施設（経） 
・廃プラスチック利用新建材製造施設（経） 

秋田県　【平成11年11月12日承認】  

岩手県釜石市 
【平成16年８月13日承認】 

経…経済産業省エコタウン補助金 
経－新…経済産業省新エネ補助金 
環…環境省エコタウン補助金 
環－廃…環境省廃棄物処理施設整備補助金 

・廃ペットボトルフレーク化施設（経）・廃ペットボトルシート化施設（経） 
・廃プラスチック油化施設（経） 

札幌市　【平成10年9月10日承認】  

・家電リサイクル施設（経） 
・その他紙製容器包装リサイクル施設（経） 

北海道　【平成12年6月30日承認】  

・ペットボトルリサイクル施設（経） 
・古紙再生施設（経） 

長野県飯田市　【平成9年7月10日承認】 

・ハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設（経） 
・木質系廃棄物リサイクル施設（環） 

富山県富山市　【平成14年5月17日承認】  

・家電製品リサイクル施設（経） 

宮城県鶯沢町　 
【平成11年11月12日承認】  

・廃プラスチック高炉還元施設（経） 
・難再生古紙リサイクル施設（経） 
・廃プラスチック製コンクリート型枠用パネル 
　製造施設（経） 
・廃プラスチックアンモニア原料化施設（経） 
・ペットtoペットリサイクル施設（経） 

川崎市　【平成9年7月10日承認】 

・建設混合廃棄物の高度選別リサイクル施設（環） 
東京都　【平成15年10月27日承認】  

・エコセメント製造施設（経） 
・直接溶融施設（環ー廃） 
・メタン発酵ガス化施設（環） 
・廃木材・廃プラスチックリサイクル施設（経） 

千葉県・千葉市　 
【平成11年1月25日承認】  

・発泡スチロールリサイクル施設（経） 

高知県高知市　 
【平成12年12月13日承認】  

・溶融飛灰再資源化施設（経） 
・有価金属リサイクル施設 
　（経－新エネ） 

香川県直島町　 
【平成14年3月28日承認】  

・廃タイヤ、ゴムリサイクル施設(経） 
・ペットボトルリサイクル施設（経） 
・廃プラスチックリサイクル（ペレット化）施設（経） 
・廃プラスチックリサイクル（製品製造）施設（経） 

岐阜県　【平成9年7月10日承認】 
・ペットボトルリサイクル施設（経） 
・家電製品リサイクル施設（経） 
・ＯＡ機器リサイクル施設（経） 
・自動車リサイクル施設（経） 
・蛍光管リサイクル施設（経） 
・廃木材･廃プラスチック製建築資材製造施設（経） 

北九州市　【平成9年7月10日承認】 

・RDF発電施設 
　（経－新エネ、環－廃） 
・使用済み紙おむつリサイクル 
　施設（経） 

福岡県大牟田市 
【平成10年7月3日承認】 

・びんのリユース、 
　リサイクル施設（経） 
・廃プラスチック複合再生樹脂 
　リサイクル施設（経） 

熊本県水俣市 
【平成13年2月6日承認】 

・ごみ焼却灰のセメント原料化施設（経） 
山口県　【平成13年5月29日承認】  

・ＲＤＦ発電、灰溶融施設（経－新エネ、環－廃） 
・ポリエステル混紡衣料品リサイクル施設（経） 

広島県　【平成12年12月13日承認】  

岡山県　【平成16年3月29日承認】  

・廃タイヤガス化リサイクル施設（環） 
兵庫県　【平成15年４月25日承認】 

エコタウン事業の承認地域マップ
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